
　介護保険制度等の公的サービスで対応できないニーズに対し、住民の助け合いの理念
に基づく住民主体の地域包括ケアシステムの構築を目指し、地域での生活支援の仕組み
づくりを関係機関と連携して進めます。
　その一環として取り組んでいるちょこボラサービス（住民の助け合い家事支援事業）に
つきましては、利用会員からのニーズを受け止め、適切なサ
ービスを提供するとともに、協力会員の増加・育成に努めま
す。
　日常生活自立支援事業につきましては、制度の周知に努め、
認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等で判断能力が十分
でない方が自立して生活できるよう支援します。

　介護保険・障害福祉サービス事業につきましては、介護保険法・障害者
総合支援法の改正、報酬改定などの影響や課題を踏まえ、健全経営に努め
ます。また、職員の福祉資格の取得推進・バックアップとスキルアップの
ための研修体制の充実を図り、引き続き職員の資質向上に努めます。
　さらに、「介護サービス情報の公表制度」の適格事業所、「愛知県介護事業
所人材育成認証評価事業」の３年連続認証事業所として、ますます利用者
から信頼される質の高いサービスを提供します。

　社会福祉法人制度改革の内容を踏まえ、経営組織の強化及び事業運営の透明性の向上、
人材の育成、財務規律の強化に努めます。
　また、ウェブサイトを活用して市民にわかりやすい情報を発信し、信頼される法人運営
に努めます。

　法人設立６０周年を記念して、マスコットキャラクターとして誕生した「いちぴょん」
を諸事業に活用し、市民に身近な社会福祉協議会をアピールします。
　地域福祉事業につきましては、支会間の情報交換や先進地の調査研究を進め、支会活
動の充実を図るとともに、「出張サロン」に加えて新たに「サロンの立ち上げ支援」を実施
し、職員が積極的に地域へ出向き、支会との連携を深めます。
　ボランティアセンター事業につきましては、「福祉とボランティア活動
展」今後のあり方検討会の結果を踏まえ、今年度は東京パラリンピックの前
年でもあることから、「障害者スポーツ」をテーマに盛り込んだ体験型ボラ
ンティアイベントを実施します。また、社会ニーズに合ったボランティア
講座を開催し、ボランティアの育成に努めます。

　近年、少子高齢化・生産年齢人口の減少や介護・貧困・孤立の問題など福祉ニーズは多様
化するとともに複雑化しており、制度ごとの支援や「支え手」・「受け手」という関係の支え合
いから、分野をまたがった総合的な支援と地域住民や多様な主体が「丸ごと」つながる支援へ
と転換することが求められています。
　このような状況の中、国は「地域共生社会」の実現に向けて、他人事を「我が事」に変えてい
くような働きかけや、複合課題に対応する包括的相談支援体制の構築を掲げ、「地域包括ケア
システム」の強化を進めています。
　また、社会福祉法人制度改革に基づく経営組織のガバナンスや財務規律の強化に取り組む
必要があり、本会において策定した社会福祉充実計画についても進捗管理と適正化を図り、
着実に実行していかなければなりません。
　こうした中、地域福祉推進の中核を担う社会福祉協議会の役割はますます大きくなってき
ています。そのため、住民の福祉ニーズに柔軟に対応できるよう行政をはじめ関係機関、民
間諸団体等と一層連携を深め、きめ細かな地域福祉活動の推進とネットワークづくりを推進
し、住民一人ひとりが暮らし続けたいと思うまちづくりに取り組んでいかなければなりませ
ん。こうした次世代の福祉社会を見据えて、以下の基本方針により住民に信頼される福祉サ
ービスに取り組みます。

　障害者相談支援事業につきましては、在宅の障害者の地域生活を支援す
るため、相談体制の強化を図るとともに、障害者とその家族等からの多岐
にわたる相談に応じ、障害者基幹相談支援センターや障害者自立支援協議
会等、関係機関と連携して問題解決に取り組んでいきます。
　また、「指定相談支援事業所」として、障害者がその有する能力や適性に応
じ、自立した日常生活を営むことができるよう的確なケアマネジメントを
行い、質の高い適正な相談支援サービスを提供します。
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貸付事業償還金 0.4%

共同募金配分金 4.4%

繰入金 4.2%

受託金 5.1%
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収 入
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基 本 方 針
１　福祉ニーズへの対応

２　地域福祉活動の推進

平成31年度 社会福祉法人 一宮市社会福祉協議会 事業計画書 ３　介護サービスの充実

５　法人運営の強化

４　安定した相談支援体制の確立
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